
○　基本目標１　「しごと」をつくる

　◆　働く場の創出

　　①　農林水産業の成長産業化

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

1 ・県産農畜産物の輸出額：50億円（平成37年度）
アジア地域の量販店等における「鹿児島フェア」の開催
や海外バイヤーの招へいによる商談会等を実施，県産
農畜産物の輸出促進を図る。

農政部 農政課 36.8 48.9 73.4 － － － 億円
県産農林水産物の輸出を促進するため，その指針
となる「農林水産物輸出促進ビジョン（仮称）」を本年
度策定する予定。

2
・焼酎輸出の実績企業数
 ：対25年度比（48社）20％増
　〔48社*120％増≒58社〕

関係団体や焼酎メーカー等を構成員とする鹿児島本格
焼酎輸出促進プロジェクトチームを核として，海外市場
調査の実施や海外見本市への出展など，鹿児島本格焼
酎の輸出拡大に向けた取組を支援する。

PR・観光
戦略部

かごしま
ＰＲ課

54 57
調査中
（H29.9頃）

－ － － 社
業界や関係団体等と連携し，更なる輸出拡大に努
める。

3 ・農業の担い手の確保数：10,000経営体
 （平成37年度）

・新規就農（予定）者に対し，就農前の研修期間と経営
が不安定な就農直後期間に給付金を支給する。
・新規就農希望者を対象とした農業大学校における長
期の実践的研修を実施し，農業を担う人材の確保・育成
を図る。

農政部 経営技術課 10,370 10,510
調査中
（H29.9頃）

－ － － 経営体
平成37年度を目標年に目標値を設定しており，引き
続き担い手の確保・育成に向けた取組を展開する。

4 ・担い手への農地集積率：50％（平成32年度）
農地中間管理事業を活用した担い手への農地の集積に
向け，集落等における話し合い活動を通じた農地の出し
手・受け手の掘り起こしを推進する。

農政部 農村振興課 39.4 42.0
42.8
（＋0.8）

－ － － ％
農地中間管理事業，農業委員会による農地のあっ
せん活動などによる，担い手への農地の集積・集約
化の取組を支援する。

5 ・再造林面積：900ヘクタール（平成32年度）

森林資源の循環利用を図るため，再造林の推進に必要
な優良苗木の確保や生産施設の整備，生産者の育成
等を支援し，優良苗木の安定的な生産・供給に向けた
取組を推進する。

環境林務
部

森林経営課 212 280
460

（＋180）
－ － －

ヘクター
ル

「未来の森林づくり推進方針」に基づき，造林・保育
コストの低減や労働力の確保・育成，優良苗木の安
定供給及び再造林推進に係る体制づくりに取り組む
ことにより，再造林を推進する。

6 ・漁業就業者数：8,000人（平成32年度）
商工労働
水産部

水産振興課
（25年度）
7,200

－ － 人

本県漁業の振興を図る上で，漁業の担い手確保
は，継続的に取り組む必要がある。このため引き続
き，漁業の就業に必要な基礎的知識や技術を習得
するためのザ・漁師塾入門研修をはじめ，漁業現場
における実践研修（1週間程度）を実施するほか，県
漁連と連携して長期研修（最大３年間）を実施する。

7 ・漁業士認定者数：70人
商工労働
水産部

水産振興課
（27年度）
63

63
64
（＋1）

－ － － 人

本県漁業の振興を図る上で，地域漁業において，指
導的役割を担う人材の育成は継続的に取り組む必
要がある。このため引き続き，専門家による研修会
の開催や漁業活動の活性化を促進するための青
年・女性漁業者活動実績発表大会の開催などを実
施し，中核的・指導的な人材の育成を図る。

8
・大隅加工技術研究センターにおける研究・開発成果
を活用し，新製品開発などに取り組む食品関連企業
数：３企業（平成27年度）

食品加工事業者等の商品開発や人材育成ネットワーク
の構築などに向けた支援を行う。

農政部 農政課 － 5 企業
新商品開発に向けた食品加工事業者との共同研究
等の取組を促進する。

9 ・かごしまの農林水産物認証制度（Ｋ－ＧＡＰ）におけ
る認証件数：300件（平成32年度）

県産農林水産物の安全性を確保するかごしまの農林水
産物認証制度（Ｋ－ＧＡＰ）の生産者への普及・拡大並び
に消費者及び流通関係者等への認知度の向上を図る。

農政部
食の安全
推進課

289 302
309
（＋7）

－ － － 件

K-GAPの認証を取得した農産物については，2020
東京オリンピック・パラリンピック競技大会の食材調
達基準を満たすことから，引き続き，K-GAPの生産
者への普及・拡大並びに消費者等への認知度向上
に努める。

鹿児島県まち・ひと・しごと創生総合戦略における「目指すべき結果（評価指標）」の平成２８年度実績報告

№ ：「目指すべき結果（評価指標）」 ：主な施策（総合戦略から抜粋） 部局 所管課

：「目指すべき結果（評価指標）」の実績値

単位

：
総合戦略
策定前
(26年度)

：実績値を踏まえた今後の方針等
（実績値が調査中等で未記載の場合は，

事業を実施した結果を踏まえた今後の方針等）

：外部有識者
からの意見
（評価）

将来の水産業の担い手や漁村を支える人材となる新規
漁業就業者の確保・育成を図るため，就業相談会や就
業に必要な知識や技術を習得するための「ザ・漁師塾」
の開催，鹿児島県漁業協同組合連合会と連携した長期
漁業研修等を実施する。

国の調査で，毎年行われていな
い（次回は平成30年に行われる
予定）
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27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

10 ・木材生産量：100万立方メートル（平成32年度）
環境林務
部

環境林務課 73.2 86.7
調査中
（H29.11頃）

－ － － 万立方
メートル

H32年度を目標年に目標値を設定しており，引き続
き木材の増産に向けた取組を展開する。

再
掲
・再造林面積：900ヘクタール（平成32年度）

環境林務
部

森林経営課 212 280
460

（＋180）
－ － － ヘクター

ル

「未来の森林づくり推進方針」に基づき，造林・保育
コストの低減や労働力の確保・育成，優良苗木の安
定供給及び再造林推進に係る体制づくりに取り組む
ことにより，再造林を推進する。

11
・浜の活力再生プランを策定した漁業者グループの５
年後の漁業所得10％アップ

「浜の活力再生プラン」等の所得向上につながる取組を
支援し，漁業経営の改善や漁業者等の創意工夫による
漁村地域の活性化を促進する。

商工労働
水産部

水産振興課 － － － 地域

本県漁業の振興を図る上で，漁村地域の活性化
は，継続的に取り組む必要がある。このため，引き
続き漁村地域における経営コスト削減に係る取組や
加工品の開発・販売などの漁業収入の向上に係る
取組を支援する。

　　②　観光産業の振興

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

12
・鹿児島県ＰＲ動画Ｗebサイトの閲覧回数：30万回以
上（年間）

「本物。鹿児島県」の多彩な魅力を拡大・定着化させる
ため，４Ｋ動画等のＰＲコンテンツを活用し，国内外でプ
ロモーションを積極的に展開する。

PR・観光
戦略部

かごしま
ＰＲ課

－ 280,870 346,530 － － － 回
目標を達成するため，サイトへの誘導を図る情報発
信に努める。

13
・観光庁「宿泊旅行統計」による延べ宿泊者数
（平成31年：年間950万人）

PR・観光
戦略部

観光課 753 797 720 － － － 万人 目標を達成できるよう，着実な事業推進を図る。

14
・観光庁「宿泊旅行統計」による外国人延べ宿泊者数
（平成31年：年間43万人）

PR・観光
戦略部

観光課 27 42 48 － － － 万人 引き続き着実な事業推進を図る。

15
・観光庁「観光入込客統計」による観光消費額
（平成31年：3,600億円）

PR・観光
戦略部

観光課 2,627 2,837
調査中
（H29.10頃）

－ － － 億円 引き続き着実な事業推進を図る。

　　③　地域における新産業の創出・革新

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

16
・本県サービス産業の付加価値向上につながる
 取組支援件数：50件

県内雇用の大きな受け皿となっているものの，一人当た
りの付加価値が全国で低位にある本県サービス産業に
ついて，より質の高いサービスの提供や効率性の向上
など付加価値の向上につながる取組を支援することに
より，雇用の安定・地域経済の活性化を図る。

商工労働
水産部

経営金融課 － 10
25
(+15)

－ － － 件 引き続き着実な事業推進に努める。

17
・過疎地域等における起業家支援
 ：新規創業件数80件・起業後の支援件数80件

創業を志す者や創業後間もない事業者に対して，創業
に必要な知識の習得，創業初期の負担軽減などのきめ
細やかな支援を行うことにより，様々な分野で新たな起
業家を育成し，創業による新たなビジネスや雇用の創出
を図る。

商工労働
水産部

産業立地課 － 47
86
(+39)

－ 件

平成29年度，過疎地域等における起業支援に加
え，全県下を対象に若者･女性等を優先的に支援す
る事業を創設したところであり，当該事業の実施等
により，「起業の創出」に積極的に取り組む。

18 ・中小製造業者新分野進出等を行う案件：59件

創業や新たな分野への進出，規模拡大に取り組む中小
製造業者に対し，経営計画の策定，研究開発，設備投
資等に対する一貫した支援を行い，本県の中核となる産
業，企業の創出を図る。

商工労働
水産部

産業立地課 34
42
(+8)

53
(+11)

－ － － 件
引き続き本事業を活用し，県内中小製造業者の新
分野進出等の促進を図る。

：主な施策（総合戦略から抜粋） 部局

：
総合戦略
策定前
(26年度)

：
総合戦略
策定前
(26年度)

：外部有識者
からの意見
（評価）

：「目指すべき結果（評価指標）」の実績値

単位
：実績値を踏まえた今後の方針等

（実績値が調査中等で未記載の場合は，
事業を実施した結果を踏まえた今後の方針等）

：外部有識者
からの意見
（評価）

世界遺産登録や明治維新150周年などを契機として，国
内外からの更なる誘客の拡大，県内各地への誘客，地
域観光資源の磨き上げ，観光を担う人材の確保・定着
支援など，鹿児島の観光を大きく飛躍させる新たな観光
施策を集中的に実施する。

№ ：「目指すべき結果（評価指標）」 ：主な施策（総合戦略から抜粋） 部局

№ ：「目指すべき結果（評価指標）」

実績は平成30年度以降にな
る。

所管課

所管課

豊富な森林資源を背景とする新たな木材需要に対応す
るため，広域的な集荷・流通対策など緊急かつ効果的
な木材安定供給体制を構築し，林業従事者の安定した
雇用を創出する。

：「目指すべき結果（評価指標）」の実績値

単位
：実績値を踏まえた今後の方針等

（実績値が調査中等で未記載の場合は，
事業を実施した結果を踏まえた今後の方針等）

単位
：実績値を踏まえた今後の方針等

（実績値が調査中等で未記載の場合は，
事業を実施した結果を踏まえた今後の方針等）

：外部有識者
からの意見
（評価）

№ ：「目指すべき結果（評価指標）」 ：主な施策（総合戦略から抜粋） 部局 所管課

：
総合戦略
策定前
(26年度)

：「目指すべき結果（評価指標）」の実績値
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27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

19
・ヘルスケア産業への参入促進のための県内ものづ
くり企業への支援：商談成立件数20件

今後の市場拡大が期待されるとともに，中小企業の進
出が大きく期待されるヘルスケア産業について，部材供
給・新製品開発の双方の観点から県内ものづくり企業へ
の支援を行い，同産業への参入を促進する。

商工労働
水産部

産業立地課 － 0 0 － － － 件

商談成立に向けて交渉中の企業あり。（企業数3社，
商談件数14件）また，当該企業は，今後，商品のカ
タログ掲載予定もあり商談成立の可能性が見込ま
れる。県としては，引き続き情報収集に努め，商談
成立に向けて更なる支援を行う。

20 ・水素エネルギーの活用等に取り組む企業数：１件

再生可能エネルギー由来の水素の製造・活用の可能性
など将来の水素社会を見据えた方策の策定等を行い，
エネルギーの地産地消や新たな雇用創出に向けた取組
を促進する。

企画部
エネルギー
政策課

－ 1
2

（＋1）
－ － － 件

セミナーやイベント等で県民に対し普及・啓発を行う
とともに，水素エネルギー勉強会で水素エネルギー
事業関係者間で意見交換や情報共有等を行う。

21 ・バイオマスエネルギー活用に取り組む企業数：３件

地域の特性を生かした家畜排せつ物等によるメタン発
酵ガス化発電等の導入を促進するため，事業化にあ
たって必要となる調査等に要する経費を助成することに
より，新たな雇用の創出やエネルギーの自給自足型経
済の構築を目指す。

企画部
エネルギー
政策課

－ 1
3

（＋2）
－ － － 件

メタン発酵ガス化発電施設の導入を促進するため，
事業化にあたって必要となる調査等に対して，引き
続き助成等の支援を行っていく。

22
・かごしまグリーンファンドから再生可能エネルギー事
業に係る投資案件：３件

地元金融機関等と共同でH27年に設立した「かごしまグ
リーンファンド」への出資を通して，本県の地域特性を生
かしたバイオマスや地熱等の再生可能エネルギーを導
入する事業者を支援することにより，未利用資源の有効
活用や新たな雇用の創出等を図る。

企画部
エネルギー
政策課

－ 0 0 － － － 件
セミナーやイベント等においてファンドの概要を紹介
するなど，引き続き有限責任組合員としての立場を
踏まえ，投資案件の発掘に関与していく。

23
・九州・山口ベンチャーマーケット参加企業の商談成
約率：50%

九州・山口各県と経済界が連携して，ベンチャー支援プ
ラットフォームを構築し，世界に羽ばたく成長性の高いベ
ンチャー企業を輩出する。

商工労働
水産部

産業立地課 － 0 0 － － － ％

　本県出展企業４社の商談の機会は創出できたが，
H29.3現在では商談成約まで至っていない。
　商談成立につながる可能性の高い魅力的な製品
等を有する県内企業の発掘及びベンチャーマーケッ
ト参加促進を図る。

　　④　地域の中小企業の競争力強化

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

24
・中小企業の海外展開の支援：12件（平成27年度～
平成29年度）

県内中小製造業者の新技術・新製品の研究開発や人
材育成，国内外の販路開拓等の支援を行い，地域経済
の担い手である県内中小製造業者の競争力の強化，企
業力の向上を図る。

商工労働
水産部

産業立地課 － 4
8
(+4)

－ － － 件
海外商談会での出展支援では，商談が成立する企
業もあった。今後も引き続き支援を行う。

25
・新商品・新サービスの開発等に積極的にチャレンジ
する中小企業支援件数： 30件

新商品や新サービスの開発や提供など新たな事業活動
に積極的にチャレンジする中小企業を支援し，県内中小
企業者の経営基盤の強化を図る。

商工労働
水産部

経営金融課 7 6
11
(+5)

－ － － 件 関係機関と連携し，引き続き事業推進に努める。

26
・インキュベーションショップで新規に販路開拓を実現
できた事業所件数：５件（年間）

商工労働
水産部

商工政策課 － (H28開始
事業)

8 － － － 件 引き続き着実な事業推進に努める。

27 ・インキュベーションショップの売上：対前年比110％
商工労働
水産部

商工政策課 － (H28開始
事業)

198,305 － － － 千円 引き続き着実な事業推進に努める。

28
・プロフェッショナル人材戦略拠点の相談件数：200件
（年間）

県内企業に対して，販路拡大や新規事業の創出といっ
た「攻めの経営」への転換と，そのために必要な即戦力
人材の確保を支援し，都市圏等から本県への人材還流
と，これらの人材を活用した企業の経営革新を促進す
る。

商工労働
水産部

経営金融課 － 23
245
(+222)

－ － － 件 引き続き着実な事業推進に努める。

小規模事業者の販路開拓，収益の増加及び経営者の
スキルアップを図るインキュベーションショップとしての
「かごしま特産品市場」の活動を支援する。

№ ：「目指すべき結果（評価指標）」 ：主な施策（総合戦略から抜粋） 部局 所管課

：「目指すべき結果（評価指標）」の実績値

単位

単位

：
総合戦略
策定前
(26年度)

：実績値を踏まえた今後の方針等
（実績値が調査中等で未記載の場合は，

事業を実施した結果を踏まえた今後の方針等）

：外部有識者
からの意見
（評価）

：実績値を踏まえた今後の方針等
（実績値が調査中等で未記載の場合は，

事業を実施した結果を踏まえた今後の方針等）

：外部有識者
からの意見
（評価）

№ ：「目指すべき結果（評価指標）」 ：主な施策（総合戦略から抜粋） 部局 所管課

：
総合戦略
策定前
(26年度)

：「目指すべき結果（評価指標）」の実績値
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　　⑤　企業立地の促進

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

29 ・企業立地促進：企業立地件数：173件
県と市町村で構成する県企業誘致推進協議会等を通じ
て情報を共有化し，市町村と連携した県外企業の積極
的な誘致を図る。

商工労働
水産部

産業立地課 28 42
82

（＋40）
－ － － 件

企業訪問等による設備投資情報の収集に努め，鹿
児島の特性を生かした更なる企業立地を図る。

　　⑥　各産業分野における人材の確保・育成

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

再
掲
・農業の担い手の確保数：10,000経営体
 （平成37年度）

青年等就農計画制度を推進するとともに，就農相談等
を行う青年農業者等育成センターの活動等を支援し，か
ごしま農業を支える新規就農者・就業者の確保・育成を
図る。

農政部 経営技術課 10,370 10,510
調査中
（H29.9頃） － － － 経営体

平成37年度を目標年に目標値を設定しており，引き
続き担い手の確保・育成に向けた取組を展開する。

30 ・新規林業就業者数：700人

森林整備や木材生産を担う多様な人材を育成するた
め，ＵＩターン者等を対象に，林業就業に必要な知識や
技術を習得させるとともに，就業体験や就業相談等を実
施し，林業への新規就業を支援する。

環境林務
部

森林経営課 169 180
調査中
（H29.12頃）

－ － － 人

  林業就業者の確保・育成を図るため，就業希望者
を対象とした「鹿児島きこり塾」の開催や就業相談窓
口の設置などにより，引き続き新規就業対策を促進
する。

再
掲
・漁業就業者数：8,000人（平成32年度）

商工労働
水産部

水産振興課
(25年度）
7200

－ － 人

本県漁業の振興を図る上で，漁業の担い手確保
は，継続的に取り組む必要がある。このため引き続
き，漁業の就業に必要な基礎的知識や技術を習得
するためのザ・漁師塾入門研修をはじめ，漁業現場
における実践研修（1週間程度）を実施するほか，県
漁連と連携して長期研修（最大３年間）を実施する。

再
掲
・漁業士認定者数：70人

商工労働
水産部

水産振興課
(27年度）
63

63 64 － － － 人

本県漁業の振興を図る上で，地域漁業において，指
導的役割を担う人材の育成は継続的に取り組む必
要がある。このため引き続き，専門家による研修会
の開催や漁業活動の活性化を促進するための青
年・女性漁業者活動実績発表大会の開催などを実
施し，中核的・指導的な人材の育成を図る。

31 ・食品関連産業における新規雇用の創出数：355人
（平成27年度～平成28年度）

本県工業製品出荷額の約５割を占める食品関連産業に
おいて，マーケットイン戦略の推進や食品加工の高品質
化・技術革新，経営力の向上等を総合的に支援し，食品
関連産業の更なる振興と雇用の創出・拡大を図る。

商工労働
水産部

商工政策課 － 286
513

（＋227）
人

プロジェクトとして一定の成果があったことを踏まえ，
県内食品関連企業が行う高付加価値化の取組への
支援などに引き続き取り組むとともに，新たに，企業
の魅力等の効率的な発信や，職場環境・処遇改善
等の取組を支援し，正社員雇用や非正規から正社
員への転換の促進に取り組む。

32 ・医師数：4,461人（平成29年度）
地域医療を担う医師を確保するため，県内の離島・へき
地等における医療に一定期間従事しようとする医学生
に対し，修学資金を貸与する。

保健福祉
部

地域医療
整備課

4,300

医師数は２
年毎の調査
のため，
H27実績は
なし

医師数は2
年毎の調
査。（H28年
度はH29.12
公表予定）

－ 人
KPIが達成できるよう，引き続き医師修学資金貸与を
はじめとした医師確保対策に努める。

33
・看護師の新卒就業者の県内就業率：60％
 （平成29年度）

県内の看護職員の確保と定着を図るため，看護職員の
確保が困難な医療機関等に将来就業しようとする学生
及び生徒に対し，修学資金を貸与する。

保健福祉
部

保健医療
福祉課

51.2 50.8
調査中
（H29.12頃）

－ ％

養成機関や医療施設等関係機関と連携を図りなが
ら，看護職員修学資金貸与や看護師等養成所の運
営費補助等を行うことにより新卒就業者の県内就業
率60％を目指す。

将来の水産業の担い手や漁村を支える人材となる新規
漁業就業者の確保・育成を図るため，就業相談会や就
業に必要な知識や技術を習得するための「ザ・漁師塾」
の開催，鹿児島県漁業協同組合連合会と連携した長期
漁業研修等を実施する。

№ ：「目指すべき結果（評価指標）」 ：主な施策（総合戦略から抜粋） 部局

№ ：「目指すべき結果（評価指標）」 ：主な施策（総合戦略から抜粋） 部局

所管課

所管課

：
総合戦略
策定前
(26年度)

国の調査で，毎年行われていな
い（次回は平成30年に行われる
予定）

：「目指すべき結果（評価指標）」の実績値

単位
：実績値を踏まえた今後の方針等

（実績値が調査中等で未記載の場合は，
事業を実施した結果を踏まえた今後の方針等）

：外部有識者
からの意見
（評価）

：「目指すべき結果（評価指標）」の実績値

単位
：実績値を踏まえた今後の方針等

（実績値が調査中等で未記載の場合は，
事業を実施した結果を踏まえた今後の方針等）

：外部有識者
からの意見
（評価）

：
総合戦略
策定前
(26年度)
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○　基本目標２　「ひ　と」をつくる

　◆　人材の還流・育成

　　①　移住の促進，都市との交流促進

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

34
・市町村の相談窓口等を通じた県外からの移住者
数：506人（平成26年度）→3,000人（平成27年度から
平成31年度までの累計）

本県への移住・交流を促進するため，市町村等と連携し
て，大都市圏の方々を対象とした移住に関する情報発
信や相談支援等を行う。

企画部 地域政策課 506 604 1474
（＋870）

－ － － 人
順調に推移しており，引き続き移住希望者等に対
し，情報提供や相談体制を整え，移住促進を図る。

35
・市町村の委嘱する地域おこし協力隊の隊員数の
増：平成26年度（20人）の３倍（60人）（平成28年度）

首都圏等において地域おこし協力隊の募集を実施する
とともに，都市圏の若者等を地域へ呼び込み、地域活動
の体験等を通じて隊員候補の掘り起こし・確保等を図る
市町村の取組を支援する。

企画部 地域政策課 20 41
111
（＋70）

人
順調に推移しており，引き続き協力隊の導入を計画
している市町村への支援を行っていく。

36 ・基幹集落を中心として複数の集落で構成される集
落ネットワーク圏の形成数：10箇所

集落対策に係る地域会議等を開催し，過疎地域におけ
る課題解決を図るための事例研究等を行う。

企画部 地域政策課 5 11 14
（＋3）

－ － － 箇所
順調に推移しており，引き続き集落ネットワーク圏の
形成を図る市町村への支援を行っていく。

　　②　企業立地の促進，雇用の創出

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

再
掲
・企業立地促進：企業立地件数：173件

県と市町村で構成する県企業誘致推進協議会等を通じ
て情報を共有化し，市町村と連携した県外企業の積極
的な誘致を図る。

商工労働
水産部

産業立地課 28 42
82
(+40)

－ － － 件
企業訪問等による設備投資情報の収集に努め，鹿
児島の特性を生かした更なる企業立地を図る。

再
掲
・新規林業就業者数：700人

森林整備や木材生産を担う多様な人材を育成するた
め，ＵＩターン者等を対象に，林業就業に必要な知識や
技術を習得させるとともに，就業体験や就業相談等を実
施し，林業への新規就業を支援する。

環境林務
部

森林経営課 169 180
調査中
（H29.12頃）

－ － － 人

  林業就業者の確保・育成を図るため，就業希望者
を対象とした「鹿児島きこり塾」の開催や就業相談窓
口の設置などにより，引き続き新規就業対策を促進
する。

再
掲
・漁業就業者数：8,000人（平成32年度）

商工労働
水産部

水産振興課
（25年度）
7200

－ － 人

本県漁業の振興を図る上で，漁業の担い手確保
は，継続的に取り組む必要がある。このため引き続
き，漁業の就業に必要な基礎的知識や技術を習得
するためのザ・漁師塾入門研修をはじめ，漁業現場
における実践研修（1週間程度）を実施するほか，県
漁連と連携して長期研修（最大３年間）を実施する。

再
掲
・漁業士認定者数：70人

商工労働
水産部

水産振興課
（27年度）
63

63
64
（＋1）

－ － － 人

本県漁業の振興を図る上で，地域漁業において，指
導的役割を担う人材の育成は継続的に取り組む必
要がある。このため引き続き，専門家による研修会
の開催や漁業活動の活性化を促進するための青
年・女性漁業者活動実績発表大会の開催などを実
施し，中核的・指導的な人材の育成を図る。

将来の水産業の担い手や漁村を支える人材となる新規
漁業就業者の確保・育成を図るため，就業相談会や就
業に必要な知識や技術を習得するための「ザ・漁師塾」
の開催，鹿児島県漁業協同組合連合会と連携した長期
漁業研修等を実施する。

国の調査で，毎年行われていな
い（次回は平成30年に行われる
予定）

：外部有識者
からの意見
（評価）

：「目指すべき結果（評価指標）」の実績値

単位
：実績値を踏まえた今後の方針等

（実績値が調査中等で未記載の場合は，
事業を実施した結果を踏まえた今後の方針等）

：外部有識者
からの意見
（評価）

所管課№ ：「目指すべき結果（評価指標）」 ：主な施策（総合戦略から抜粋） 部局

№ ：「目指すべき結果（評価指標）」 ：主な施策（総合戦略から抜粋） 部局 所管課

：
総合戦略
策定前
(26年度)

：
総合戦略
策定前
(26年度)

：「目指すべき結果（評価指標）」の実績値

単位
：実績値を踏まえた今後の方針等

（実績値が調査中等で未記載の場合は，
事業を実施した結果を踏まえた今後の方針等）
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　　③　鹿児島への人材の還流・育成

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

37
・若年者ＵＩターン就職支援：地元出身学生等の県内
企業への就職件数100人

県外へ進学した大学生等のＵＩターンを促進するため，
県内外での企業説明会等を実施する。

商工労働
水産部

雇用労政課 51
67

（確定値）

33
(速報

値,H30年3
月頃実績値
確定）

－ － － 人

鹿児島県の雇用情勢は，景気が緩やかに改善しつ
つあることなどを背景に，良好な状況にあるが，一
方で人材不足が顕在化してきている。若者の県内定
着と人材確保のため，引き続き着実な事業の推進を
図る。

再
掲
・農業の担い手の確保数：10,000経営体
 （平成37年度）

青年等就農計画制度を推進するとともに，就農相談等
を行う青年農業者等育成センターの活動等を支援し，か
ごしま農業を支える新規就農者・就業者の確保・育成を
図る。

農政部 経営技術課 10,370
10,510 調査中

（H29.9頃） － － － 経営体
平成37年度を目標年に目標値を設定しており，引き
続き担い手の確保・育成に向けた取組を展開する。

再
掲
・新規林業就業者数：700人

森林整備や木材生産を担う多様な人材を育成するた
め，ＵＩターン者等を対象に，林業就業に必要な知識や
技術を習得させるとともに，就業体験や就業相談等を実
施し，林業への新規就業を支援する。

環境林務
部

森林経営課 169 180
調査中
（H29.12頃）

－ － － 人

 林業就業者の確保・育成を図るため，就業希望者
を対象とした「鹿児島きこり塾」の開催や就業相談窓
口の設置などにより，引き続き新規就業対策を促進
する。

再
掲
・漁業就業者数：8,000人（平成32年度）

商工労働
水産部

水産振興課
（25年度）
7200

－ － 人

本県漁業の振興を図る上で，漁業の担い手確保
は，継続的に取り組む必要がある。このため引き続
き，漁業の就業に必要な基礎的知識や技術を習得
するためのザ・漁師塾入門研修をはじめ，漁業現場
における実践研修（1週間程度）を実施するほか，県
漁連と連携して長期研修（最大３年間）を実施する。

再
掲
・漁業士認定者数：70人

商工労働
水産部

水産振興課
（27年度）
63

63
64
（＋1）

－ － － 人

本県漁業の振興を図る上で，地域漁業において，指
導的役割を担う人材の育成は継続的に取り組む必
要がある。このため引き続き，専門家による研修会
の開催や漁業活動の活性化を促進するための青
年・女性漁業者活動実績発表大会の開催などを実
施し，中核的・指導的な人材の育成を図る。

再
掲
・プロフェッショナル人材戦略拠点の相談件数：200件
（年間）

県内企業に対して，販路拡大や新規事業の創出といっ
た「攻めの経営」への転換と，そのために必要な即戦力
人材の確保を支援し，都市圏等から本県への人材還流
と，これらの人材を活用した企業の経営革新を促進す
る。

商工労働
水産部

経営金融課 － 23 245
(+222)

－ － － 件 引き続き着実な事業推進に努める。

38 ・データ活用に関する県民向け研修会等開催数：10
回（平成28年度）

地域経済分析システム（RESAS）の各種データ等を活用
し，地域課題の学習の取組等を促進するとともに，地方
創生の取組にRESAS等の知見を活用する人材を育成す
る。

企画部 企画課 － (H28開始
事業)

18 回
本事業による取組を生かしながら，引き続き県民や
行政職員に対し，ＲＥＳＡＳの活用について普及啓発
を図る。

　　④　教育環境の整備

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

39
・返還免除要件を持つ大学等入学時奨学金制度利
用者数：300人（年間）

教育庁 総務福利課 － 300 239 － － － 人

定員300人に対し，331人の応募があったが，選考基
準不適合者（学力，他制度併用など）が92人おり，
239人の採用者となった。今年度は周知方法を工夫
して対応し，第１志望のみで定員を超える応募を確
保しているところである

40
・大学在学時奨学金返還支援基金制度利用者数
 ：100人（年間）

教育庁 総務福利課 － (H28開始
事業)

110 － － － 人
定員120人に対し，360人の応募があり，選考の結
果，110人の採用者となった。今後も引き続き周知等
に努める。

：「目指すべき結果（評価指標）」の実績値

単位
：実績値を踏まえた今後の方針等

（実績値が調査中等で未記載の場合は，
事業を実施した結果を踏まえた今後の方針等）

：外部有識者
からの意見
（評価）

大学等卒業後に県内で居住・就業した場合に返済不要
とする奨学金制度を実施し，若者が鹿児島に定着するこ
とを図る。

№ ：「目指すべき結果（評価指標）」 ：主な施策（総合戦略から抜粋） 部局 所管課

：
総合戦略
策定前
(26年度)

将来の水産業の担い手や漁村を支える人材となる新規
漁業就業者の確保・育成を図るため，就業相談会や就
業に必要な知識や技術を習得するための「ザ・漁師塾」
の開催，鹿児島県漁業協同組合連合会と連携した長期
漁業研修等を実施する。

国の調査で，毎年行われていな
い（次回は平成30年に行われる
予定）

：
総合戦略
策定前
(26年度)

№ ：「目指すべき結果（評価指標）」 ：主な施策（総合戦略から抜粋） 部局 所管課

：「目指すべき結果（評価指標）」の実績値

単位
：実績値を踏まえた今後の方針等

（実績値が調査中等で未記載の場合は，
事業を実施した結果を踏まえた今後の方針等）

：外部有識者
からの意見
（評価）
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・楠隼中高一貫教育校におけるトップリーダー教室
 ：年３回実施

－ 3 2 － － － 回

３回の実施計画に対して2回の実績となっているが，
講師の都合により，予定日に実施できず，日程変更
による対応もできなかったところである。
今年度は３回の実施を予定しており，引き続き着実
な事業推進を図る。

・楠隼中高一貫教育校におけるシリーズ宇宙学
 ：中学校３年間で18回実施

教育庁 高校教育課 － 6 12
(+6)

－ － 回

12回の実施計画どおり実施することができ，楠隼中
学生の課題解決能力の育成が図られているところで
ある。今年度は３学年を通した「シリーズ宇宙学」が
完成することとなることから，引き続き着実な事業推
進を図る。

・楠隼中高一貫教育校におけるシリーズ宇宙学
：高校１年間で10回実施

－ 10 9 － － － 回

10回の実施計画に対して９回の実績となっている
が，講師の都合により，予定日に実施できず，日程
変更による対応もできなかったところである。
今年度は10回の実施を予定しており，引き続き着実
な事業推進を図る。

42
・キャリアカウンセラー配置：県立高校７校に１人ずつ
配置（７人で61校を担当）

高等学校にキャリアカウンセラーを配置し，求人開拓や
キャリアカウンセリング等を実施することにより，地元企
業への就職を促進する。

教育庁 高校教育課 11 9 7 人

実施計画どおり７人のキャリアカウンセラーで県立
高校61校を担当。キャリアカウンセラーが，1,020事
業所を訪問し得た情報を基に，1,252人の生徒に対
して進路相談を行う。引き続き着実な事業推進を図
る。

41

楠隼中高一貫教育校において，生徒募集活動を推進す
るとともに，教材管理システムほか備品等を整備する。
また，トップリーダー教室及びシリーズ宇宙学等の特色
ある教育活動を実施することにより，県内外の若者が本
県で学ぶ機会の充実を図る。
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　◆　未来の希望の実現

　　①　若い世代の希望をかなえる少子化対策

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

再
掲
・若年者ＵＩターン就職支援：地元出身学生等の県内
企業への就職件数100人

 県外へ進学した大学生等のＵＩターンを促進するため，
県内外での企業説明会等を実施する。

商工労働
水産部

雇用労政課 51
67

（確定値）

33
(速報

値,H30年3
月頃実績
値確定）

－ － － 人

鹿児島県の雇用情勢は，景気が緩やかに改善しつ
つあることなどを背景に，良好な状況にあるが，一
方で人材不足が顕在化してきている。若者の県内定
着と人材確保のため，引き続き着実な事業の推進を
図る。

43
・婚活イベントの年間情報提供数：平成31年度年間
70回

県民生活
局

青少年男女
共同参画課

20 31 44 － － － 回

これまでの世話やきキューピッド，地域婚活サポー
ター，企業内婚活サポーターに加え，平成２９年度に
開設した「かごしま出会いサポートセンター」におけ
るマッチングサポーターなど新たな結婚サポーター
も活用しながら，目標達成に努める。

44
・平均初婚年齢
　：現状（男性30.5歳，女性29.0歳）より若くする

県民生活
局

青少年男女
共同参画課

30.5
29.0

30.4
29.0

30.3
29.1

－ － － 歳

今後も，引き続き，県内の婚活イベントの情報収集
を図るとともに，「かごしま出会いサポートセンター」
の登録状況や成婚事例など，結婚を希望する方の
婚活を後押しする，多くの情報の発信に努める。

　　②　妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

45 ・子育て世代包括支援センターの設置市町村数：20
市町村

妊娠・出産・子育てに支障を及ぼすおそれのあるハイリ
スク妊産婦に対して，市町村，保健所及び医療機関等
が連携して訪問・助言等を行うなど，妊娠・出産・子育て
期を通じた切れ目のない支援体制づくりを行う。

保健福祉
部

子ども福祉
課

－ 4 6
（＋2）

－ － － 市町村
未設置市町村に対して，設置に関する情報提供や
相談対応等を行い，引き続き設置の促進を図る。
(参考)　H29.4.1現在　市町村数：8

46 ・産後ケアの事業に取り組む市町村数：20市町村

出産直後の母子への心身のケアや育児のサポートを行
う産後ケアの取組を推進するため，市町村が行う，宿泊
型産後ケア施設の利用費助成事業に係る経費の一部
を助成する。

保健福祉
部

子ども福祉
課

－ 5 10
（＋5）

－ － － 市町村

産後も安心して子育てができる支援体制の確保を図
るため，情報提供や相談対応等を行い，引き続き市
町村への取組促進を行う。
(県事業はＨ28年度末で終了。県事業を活用してい
た市町村はH29年度から国補助事業を活用)

：「目指すべき結果（評価指標）」の実績値

単位
：実績値を踏まえた今後の方針等

（実績値が調査中等で未記載の場合は，
事業を実施した結果を踏まえた今後の方針等）

：外部有識者
からの意見
（評価）

：外部有識者
からの意見
（評価）

 未婚化・晩婚化の進行を抑制するため，地域婚活サ
ポーターや企業内婚活サポーターの育成及びネットワー
ク化を図るとともに，婚活イベント（独身男女のマッチン
グ）への支援や独身男女のスキルアップセミナーを定期
的に開催するなど，結婚を希望する独身男女の出会い
を支援する取組を行う。

№ ：「目指すべき結果（評価指標）」 ：主な施策（総合戦略から抜粋） 部局 所管課

部局 所管課

：「目指すべき結果（評価指標）」の実績値

単位
：実績値を踏まえた今後の方針等

（実績値が調査中等で未記載の場合は，
事業を実施した結果を踏まえた今後の方針等）

：
総合戦略
策定前
(26年度)

№ ：「目指すべき結果（評価指標）」 ：主な施策（総合戦略から抜粋）

：
総合戦略
策定前
(26年度)
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　　③　子ども・子育て支援の充実

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

47 ・保育所等待機児童数：０人
保育所や認定こども園等の整備促進による待機児童の
解消を図るほか，延長保育や病児保育など多様な保育
サービスの提供について，市町村の取組を促進する。

県民生活
局

青少年男女
共同参画課

232 182 295 － － － 人

県子ども・子育て支援事業支援計画に基づき，施設
整備や保育士の確保を進め，平成２９年度末までに
待機児童の解消を図ることとしており，同計画が円
滑に推進されるよう，市町村への支援を行う。

48 ・放課後児童クラブ待機児童数：０人

放課後子ども総合プランに基づき，待機児童の解消を
図るため，学校の余裕教室などを活用した放課後児童
クラブの設置を促進するとともに，放課後児童クラブのさ
らなる充実を図る。

県民生活
局

青少年男女
共同参画課

〔～小学校3
年生まで〕
246

〔～小学校3
年生まで〕
359

〔～小学校6
年生まで〕
565

〔～小学校3
年生まで〕
273

〔～小学校6
年生まで〕
472

－ － － 人

各市町村が平成３１年度までの解消を目標としてお
り，その達成に向けて，学校施設等を利用した児童
クラブの設置を一層推進するなど市町村の取組を支
援することとしている。その一環として，市町村の福
祉部局と教育委員会の協議の場である市町村運営
委員会の設置促進などの取組を行う。
（平成27年度から国において放課後児童クラブの対象児童の
定義が見直され，小学校3年生までであったものが小学校6年
生までに拡大した。）

49 ・延長保育事業の受入可能者数：15,378人
保育所や認定こども園等の整備促進による待機児童の
解消を図るほか，延長保育や病児保育など多様な保育
サービスの提供について，市町村の取組を促進する。

県民生活
局

青少年男女
共同参画課

13,995 27,498 28,107 － － － 人
目標値を満たしており，引き続き目標値を下回らな
いよう市町村への支援を行う。

50 ・病児保育事業の延べ受入可能者数：44,329人
保育所や認定こども園等の整備促進による待機児童の
解消を図るほか，延長保育や病児保育など多様な保育
サービスの提供について，市町村の取組を促進する。

県民生活
局

青少年男女
共同参画課 14,014 34,846 39,458 － － － 人

市町村子ども・子育て支援事業計画における確保方
策が達成されるよう，地域子ども・子育て支援事業
（病児保育事業）の活用を各市町村に働きかけるな
ど，引き続き施設整備に向けた取組を支援する。

51 ・地域子育て支援拠点の設置箇所数：97か所

地域の子育て家庭に対する育児支援を目的に，市町村
における育児不安に関する相談指導や子育てサークル
への支援等を行う地域子育て支援拠点の設置を促進す
る。

県民生活
局

青少年男女
共同参画課

82 84 95
（＋11）

－ － － 箇所

市町村子ども・子育て支援事業支援計画における確
保方策の達成に向けて，地域子ども・子育て支援事
業（地域子育て支援拠点事業）の活用を各市町村に
働きかけるなど，引き続き設置促進のための取組を
行う。

52 ・保育の質の向上のための研修総受講者数：450人
子ども・子育て支援新制度における保育教諭等を対象と
した研修等を実施し，教育・保育の質及び量の確保を図
る。

県民生活
局

青少年男女
共同参画課

101 101 254
（＋153）

－ － － 人
目標値を満たしていることから，目標値を下回らない
よう，引き続き取り組んでいく。

53 ・ファミリー・サポート・センター設置箇所数：15か所
子育ての援助をしてほしい人と援助をしたい人のマッチ
ングを図る，ファミリー・サポート・センター等の設置を促
進する。

商工労働
水産部

雇用労政課 12 14
(+2)

14
（±0）

－ － － 箇所
未設置市町村に対し設置に関する情報提供を行う
など，引き続き設置促進のための取組を行う。

　　④　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

54

・働きたい女性の再就職支援：働きたい女性の再就
職支援セミナー受講者のうち再就職した者又は就職
活動中の者の割合 90％
 （平成27年度～平成28年度）

結婚・出産・育児でキャリアを中断した女性の再就職を
支援し，企業活動や行政，地域活動の現場に多様な価
値観や創意工夫をもたらす女性の活躍を推進する。

商工労働
水産部

雇用労政課 89.5
66.7
(▲23.3)

75.0
(▲15.0)

－ － － ％

目標は達成しなかったが，セミナーの内容の見直し
を行ったことにより，昨年度に比べＫＰＩの実績値が
改善し，一定の効果はあった。
今年度は更にセミナーの日程，内容を見直し，より
受講者の課題を解決する講座を盛り込むなど工夫
を行っているところであり，引き続きセミナーを通して
受講者の再就職を支援していく。

55 ・男性の育児休業取得率：1.3％より増加させる

男女ともに仕事と子育ての両立がしやすい職場環境づく
りを推進するため，広報誌の発行や労働セミナーの開
催などによる男性も含めた働き方の見直しや育児休暇
等各種制度の周知啓発を図る。

商工労働
水産部

雇用労政課 1.3
2.0
(+0.7)

2.7
(+0.7)

－ － － ％
28年度は目標を達成したところである。
労働局や関係機関と連携して，引き続き着実な事業
推進を図る。

56
・ワーク・ライフ・バランスの推進に取り組んでいる企
業の割合 70％

九州・山口各県と経済界が一体となって，ワーク・ライ
フ・バランス推進キャンペーンを行い，仕事と生活の調
和意識の醸成，働きやすい職場づくりを進め，長時間労
働の是正や職場環境の改善など，仕事と生活の調和が
実現した社会づくりを推進する。

商工労働
水産部

雇用労政課
46.7

※27年度
46.7 45.8(▲6.2) － － － ％

労働局や関係機関と連携して，ワーク・ライフ・バラ
ンスの推進に向け，引き続き着実な事業推進を図
る。

：「目指すべき結果（評価指標）」の実績値

単位

：
総合戦略
策定前
(26年度)

：外部有識者
からの意見
（評価）

№ ：「目指すべき結果（評価指標）」 ：主な施策（総合戦略から抜粋） 部局 所管課
：実績値を踏まえた今後の方針等

（実績値が調査中等で未記載の場合は，事業を実
施した結果を踏まえた今後の方針等）

№ ：「目指すべき結果（評価指標）」 ：主な施策（総合戦略から抜粋） 部局 所管課

：
総合戦略
策定前
(26年度)

：「目指すべき結果（評価指標）」の実績値

単位
：実績値を踏まえた今後の方針等

（実績値が調査中等で未記載の場合は，
事業を実施した結果を踏まえた今後の方針等）

：外部有識者
からの意見
（評価）
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○　基本目標３　「ま　ち」をつくる

　◆　地域の活力・安心・絆

　　①　地域づくり

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

再
掲
・市町村の委嘱する地域おこし協力隊の隊員数の
増：平成26年度（20人）の３倍（60人）（平成28年度）

首都圏等において地域おこし協力隊の募集を実施する
とともに，都市圏の若者等を地域へ呼び込み、地域活動
の体験等を通じて隊員候補の掘り起こし・確保等を図る
市町村の取組を支援する。

企画部 地域政策課 20 41
111
（＋70）

－ － － 人
順調に推移しており，引き続き協力隊の導入を計画
している市町村への支援を行っていく。

再
掲
・基幹集落を中心として複数の集落で構成される集
落ネットワーク圏の形成数：10箇所

過疎地域等のより広範囲にわたる課題等について，高
度な知識・経験を備えた専門家等を中心に，県，市町
村，ＮＰＯ，自治会などが協力して解決策を導き出し，地
方創生の地域モデル構築を目指す。

企画部 地域政策課 5 11
14
（＋3）

－ － － 箇所
順調に推移しており，引き続き集落ネットワーク圏の
形成を図る市町村への支援を行っていく。

　　②　安心なくらしづくり

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

57 ・地区防災計画の作成・提案：７地区（平成29年度）
地域防災力の強化を図るため，災害対策基本法で地域
住民が市町村へ提案できることとされている地区防災計
画の作成を支援する。

危機管理
局

危機管理
防災課

－ 2
5

（＋3）
－ － － 地区

平成29年度も，引き続き，市町村と連携を図りなが
ら住民等による地区防災計画案の作成を支援する。

58
・離島へき地診療所への代診医の派遣対応率：90％
（平成29年度）

地域医療の確保を図るため，離島・へき地無医地区等
における巡回診療やへき地診療所等への医師派遣を行
うへき地医療拠点病院へ運営費を助成する。

保健福祉
部

地域医療
整備課

82 85 87 － ％
引き続きへき地医療支援機構による代診医派遣の
調整を行う。

59
・介護保険の新総合事業における通所型サービスと
しての「住民主体の運営による自主的な集いの場」の
数：115か所以上（平成29年度）

地域の実情に応じたより効果的・効率的な介護予防施
策の支援や介護予防従事者の資質向上を図り，県全体
の介護予防を推進し，高齢者の安心な暮らしを支える地
域づくりを目指す。

保健福祉
部

介護福祉課 － 10 38
（＋28）

－ 箇所
引き続き「地域支援事業充実・強化支援事業」等を
活用し，市町村の場づくりの支援を行っていく。

　　③　地域間連携

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

60
・定住自立圏等の形成促進：協定締結等圏域数　6圏
域

中心市と近隣市町村が相互に役割分担し，連携・協力
することにより，圏域全体で必要な生活機能の確保を目
指す定住自立圏や，地域において一定の圏域人口を有
し活力ある社会経済を維持するための拠点の形成を目
指す連携中枢都市圏に係る取組等を支援する。

総務部 市町村課 3
4
(+1)

6
(+2)

圏域
新たな広域連携の取組を考えている市町村を引き
続き支援する。

：「目指すべき結果（評価指標）」の実績値

単位
：実績値を踏まえた今後の方針等

（実績値が調査中等で未記載の場合は，事業を実
施した結果を踏まえた今後の方針等）

：外部有識者
からの意見
（評価）

№ ：「目指すべき結果（評価指標）」 ：主な施策（総合戦略から抜粋） 部局 所管課

所管課№ ：「目指すべき結果（評価指標）」 ：主な施策（総合戦略から抜粋） 部局

：
総合戦略
策定前
(26年度)

：「目指すべき結果（評価指標）」の実績値

単位
：実績値を踏まえた今後の方針等

（実績値が調査中等で未記載の場合は，事業を実
施した結果を踏まえた今後の方針等）

：外部有識者
からの意見
（評価）

：「目指すべき結果（評価指標）」の実績値

単位
：実績値を踏まえた今後の方針等

（実績値が調査中等で未記載の場合は，事業を実
施した結果を踏まえた今後の方針等）

：外部有識者
からの意見
（評価）

：
総合戦略
策定前
(26年度)

№ ：「目指すべき結果（評価指標）」 ：主な施策（総合戦略から抜粋） 部局 所管課

：
総合戦略
策定前
(26年度)
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　　④　ふるさとづくり

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

61 ・ふるさとリーダー育成講座：年10回実施

「ふるさと」の誇りとなる固有の自然・歴史・文化・伝統等
を含む地域資源や，これまで地域で継続してきた取組な
ど，生涯学習で学んだことを地域づくりや青少年育成に
生かすことのできる人材を育成する。

教育庁 社会教育課 10 10 10 － － － 回

年10回の実施計画に対し，各年度，10回実施してい
る。講座を県内各地で実施することにより，より地域
に根ざした「ふるさとのよさ」を活かした生涯学習の
リーダー育成に努める。

　　⑤　鹿児島らしい景観とまちづくり

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

62 ・高規格幹線道路の供用延長：10ｋｍ以上 土木部 道路建設課 181 4.0
6.8
（+2.8）

－ ｋｍ 順調に推移しており，引き続き，整備促進に努める。

63 ・地域高規格道路の供用延長：25ｋｍ以上 土木部 道路建設課 45 8.3 9.1
（+0.8）

－ － ｋｍ 順調に推移しており，引き続き，整備促進に努める。

64 ・防波堤の整備延長：1,100ｍ以上

・国内外の交流・物流拠点としての機能を強化するた
め，鹿児島港や志布志港など重要港湾の整備を行う。
地域産業の振興や離島・奄美地域における定期船等
の安全かつ安定的な接岸を確保するため，鹿屋港，宮
之浦港，亀徳港など地方港湾の整備を行う。

土木部 港湾空港課 0 248
383
(+135)

－ － － ｍ 引き続き予算確保に努め，整備促進に努める。

65
・公共土木施設の長寿命化計画：平成30年度までに
策定完了

橋梁・トンネルなど公共土木施設の老朽化に対する計
画的な長寿命化対策を推進し，維持管理に係るトータル
コストの縮減・平準化を図る。

土木部 技術管理室 策定中 策定中 － －
計画
策定

H30年度までの長寿命化計画策定に努める。

66
・土砂災害警戒区域の指定に必要な基礎調査の実
施数：7,800箇所以上

南北600ｋｍに及ぶ広大な県土，また，台風常襲地帯や
シラス地帯であるなどの地理的・自然的に厳しい条件下
で，毎年のように甚大な被害をもたらしている台風や集
中豪雨などの災害から県民の暮らしを守る，安全な県土
づくりを推進する。

土木部 砂防課 17,036 1,324
1,966
（+642）

－ － － 箇所
本県における一通りの基礎調査の完了予定年度と
している平成３１年度に向け，引き続き，予算確保に
努め，推進を図る。

67 ・汚水処理人口普及率：80％

快適な生活環境の確保と清浄な水環境の維持・保全を
図るため，市町村が行う生活排水処理施設（公共下水
道，農業・漁業集落排水施設，浄化槽）の整備を促進す
る。

土木部
生活排水
対策室

76.4 77.7 79.0
（+1.3）

－ － － ％
目標達成に向け，市町村と連携しながら整備促進に
努める。

№ ：「目指すべき結果（評価指標）」 ：主な施策（総合戦略から抜粋） 部局

広域交通ネットワークの早期完成を図るため，高規格幹
線道路や県内各地から空港，港湾などの交通拠点へア
クセスする道路等の整備を進める。

長寿命化
計画策定

所管課

：
総合戦略
策定前
(26年度)

：実績値を踏まえた今後の方針等
（実績値が調査中等で未記載の場合は，事業を実

施した結果を踏まえた今後の方針等）

：外部有識者
からの意見
（評価）

：「目指すべき結果（評価指標）」の実績値

単位
：実績値を踏まえた今後の方針等

（実績値が調査中等で未記載の場合は，事業を実
施した結果を踏まえた今後の方針等）

：外部有識者
からの意見
（評価）

№ ：「目指すべき結果（評価指標）」 ：主な施策（総合戦略から抜粋） 部局 所管課

：「目指すべき結果（評価指標）」の実績値

単位

：
総合戦略
策定前
(26年度)
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